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１. はじめに
企業会計基準委員会 (以下, ASBJ という｡) は, 平成19年５月に, ｢資産除去債務の会
計処理に関する論点の整理｣ (以下, ｢論点整理｣ という｡) を公表し, そして, 平成20年
３月に, 企業会計基準第18号 ｢資産除去債務に関する会計基準｣ (以下, 基準第18号とい
う｡) 及び企業会計基準適用指針第21号 ｢資産除去債務に関する会計基準の適用指針｣ (以
下, 適用指針第21号という｡) を公表した｡ ASBJ は, この会計基準を設定した理由とし
て, 有形固定資産の除去に関する将来の負担を財務諸表に反映することが投資情報として
有用であるということと, 更に, 会計基準のコンバージェンスを挙げている (基準第18号,
第22項)｡
この会計基準の適用によって, 有形固定資産を除去する際に企業が負担することが不可
避な支出を貸借対照表に負債 (資産除去債務) として計上することになった｡ また, それ
と同時に, 有形固定資産の取得原価の構成要素として, 資産除去債務の計上額が含まれる
ことになった｡ 即ち, 有形固定資産の取得原価の範囲が拡大したといえるであろう｡
そこで, 本稿では, まず, 従来の会計処理について確認し, その上で, 基準第18号にお





連続意見書第三 『有形固定資産の減価償却について』｣ (以下, 連続意見書第三という｡)
において, 有形固定資産の減価償却にあたって, 基本的に, 取得原価から残存価額を控除




体, 撤去, 処分等に要する費用を見積もる必要がある場合は, 取毀費として, 見積売却価
格より差し引いた金額となる｡ なお, 取毀費が売却価格を上回るときは, マイナス残存価
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価格等－見積処分費用)} となるので, 結果として, 取得原価＋見積処分費用から見積売
却時価を控除した金額が減価償却総額となるため, 資産除去債務に相当する額を減価償却
の中で取り扱うことは可能であったといえる｡ 例えば, 取得原価100,000,000円の有形固定
資産 (耐用年数40年) について, 見積売却価格が０円で, 見積処分費用が10,000,000円で
あった場合, 定額法を用いれば, 各会計期間における減価償却額は100,000,000円－(０円－
10,000,000円) を40年で除した2,750,000円で, 減価償却総額は110,000,000円となる｡








ことができる｡｣ (Ⅲ-1) と示されていた｡ そして, 平成19年に同報告書の廃止に伴って公
表された, 監査・保証実務委員会報告第81号 ｢減価償却に関する当面の監査上の取扱い｣
(2-) においては, ｢耐用年数及び残存価額に関しては, 本来であれば各企業が独自の状




ているのが現状である｡｣ と示されており, 更に, ｢このような事情に鑑み, 普通償却限度
額 (耐用年数の短縮による場合及び通常の使用時間を超えて使用する場合の増加償却額を




前 (平成19年度の税制改正前) まで, 税法上の規定 (改正前の法人税法施行令第56条, 減
価償却資産の耐用年数に関する省令第５条) に基づいて, 上場企業を含む多くの企業が,
残存価額を取得原価の10％として減価償却を行ってきたと考えられる(３)｡
例えば, 国税庁の公表している ｢会社標本調査｣ によれば, 以下のとおり, 減価償却の
損金算入割合 (損金算入額を損金算入限度額で除した割合) は, 昭和60年以降, 90％以上
で, かつ, 100％を超えることはなかった｡ このことは, 損金算入限度額を超えて損金算
入している法人がないことを意味するわけではないけれども, わが国における多くの法人
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 国税庁 ｢会社標本調査｣ (http://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/tokei.htm) の長期時系列のデータ
をもとに作成｡













まず, 基準第18号によれば, ｢『資産除去債務』 とは, 有形固定資産の取得, 建設, 開発
又は通常の使用によって生じ, 当該有形固定資産の除去に関して, 法令又は契約で要求さ
れる法律上の義務及びそれに準ずるものをいう｡｣ (第３項) と定義している｡
なお, 有形固定資産には, 建設仮勘定やリース資産に加えて, 投資不動産が含まれる
(第18号, 第23項)｡
また, この定義における ｢法律上の義務及びそれに準ずるもの｣ には, ｢有形固定資産
を除去する義務のほか, 有形固定資産の除去そのものは義務でなくとも, 有形固定資産を
除去する際に当該有形固定資産に使用されている有害物質等を法律等による特別の方法で
除去するという義務も含まれる｡｣ (基準第18号, 第３項) ことになる｡ つまり, 有形固
定資産自体ないしそこで使用される有害物質等の除去について, 法律上の義務やそれと同
等に不可避的な義務が該当することになるが, 企業の自発的な計画に基づく有形固定資産
等の除去に係わるものは, この定義から除外されることになる (基準第18号, 第28項)｡
そして, ｢有形固定資産の 『除去』 とは, 有形固定資産を用役提供から除外することを




基本的に, ｢資産除去債務は, 有形固定資産の取得, 建設, 開発又は通常の使用によっ
て発生した時に負債として計上する｡｣ (基準第18号, 第４項) が, ｢資産除去債務の発生






 新井隆一監修 『税務用語事典 (八訂版)』 ぎょうせい, 2003年, 432頁｡
 ｢原子力発電施設解体引当金に関する省令｣ の対象となる原子炉設置者である電気事業者における ｢原子力発
電施設解体引当金｣ など｡
キャッシュ・フローを見積り, 割引後の金額 (割引価値) で算定する｡｣ (基準第18号, 第
６項) ことになる｡ この際の割引前の将来キャッシュ・フローについては, 将来の資産除
去に係わる支出 (除去が完了するまでの保管などの支出も含まれる｡) の見積額となるが,
それは, 生起する可能性の最も高い単一の金額であっても, また, 複数の見積額を発生確





第７項) と規定した上で, ｢資産計上された資産除去債務に対応する除去費用は, 減価償
却を通じて, 当該有形固定資産の残存耐用年数に渡り, 各期に費用配分する｡｣ (基準第18































上記のように, わが国では, 資産除去債務の会計処理について, いわゆる, 資産負債両
建処理を採用しているが, その他の会計基準における資産除去債務の会計処理は以下のと
おりである｡
・国際会計基準審議会 (以下, IASB という｡)
IASB は, 国際会計基準第16号 ｢有形固定資産｣ (以下, IAS16という｡) において, ｢取
得原価は, 資産の取得時または建設時にある資産を取得するために支払った現金額ないし









利息費用 26 資産除去債務 26
＊863×3.0％≒26
減価償却費 2,173 減価償却累計額 2,173
・20×３年３月31日 (決算時)
利息費用 27 資産除去債務 27
＊(863＋26)×3.0％≒27
減価償却費 2,173 減価償却累計額 2,173
・20×４年３月31日 (決算時)
利息費用 27 資産除去債務 27
＊(863＋26＋27)×3.0％≒27
減価償却費 2,173 減価償却累計額 2,173
・20×５年３月31日 (決算時)
利息費用 28 資産除去債務 28
＊(863＋26＋27＋27)×3.0％≒28
減価償却費 2,173 減価償却累計額 2,173
・20×６年３月31日 (決算時)
利息費用 29 資産除去債務 29
＊(863＋26＋27＋27＋28)×3.0％≒29



















アメリカの財務会計基準審議会 (以下, FASB という｡) が公表している Accounting
Standards Codification (以下, ASC という｡) によれば, ｢資産除去債務とは, 有形固定
資産の除去に結びつく債務をいう｡｣ (ASC, Topic.410-20-20.) と規定され, ｢資産除去費
用は, 資産除去債務が認識された際に, 有形固定資産の帳簿価額に含められ資本化された
金額をいう｡｣ (ASC, Topic.410-20-20.) と規定されている｡
・イギリス
イギリスの会計基準審議会 (以下, ASBという｡) が公表している ｢財務報告基準書 第
15号 『有形固定資産』｣ (以下, FRS15という｡) によれば, ｢有形固定資産は, 当初, その
原価によって測定しなければならない｡｣ (par.6.) と規定し, 資産の原価には, ｢FRS12の下
で引当金 (provision) として認識される範囲で, 資産の解体 (dismantling) や除却 (re-
moving) 及び敷地の原状回復に係る見積原価｣ (par.10.) が含まれることを規定している｡
・カナダ
カナダ勅許会計士協会 (以下, CICAという｡) のCICAハンドブックによれば, ｢取得原
価は, 有形固定資産を取得, 建設, 開発, あるいは, 改善するために犠牲になった対価の額
であり, 設置及び意図した利用に必要な状態にするための導入を含む資産の取得, 建設, 開
発, あるいは, 改善に直接帰属するすべての原価を含む｡ 取得原価には, 資産除去債務に
関連して計上される資産除去費用も含まれる｡｣ (Section 3061. par.05.) と規定し, ｢資産
除去債務は, 既存のないし制定された法律 (law), 規則 (statute), 条例 (ordinance),
または, 書面ないし口頭による契約の結果として, あるいは, 禁反言の原理の下で契約の
法的な構造によって, 企業が決済しなければならない有形固定資産の除去に関連する法的
義務をいう｡｣ (Section 3110. par.03.) と規定している｡
このように, 各会計基準において, 資産除去債務の会計処理として, 基準第18号と同様
に, 資産負債両建処理が用いられているといえる｡ 従って, 基準第18号の設定理由である
国際的な会計基準とのコンバージェンスは達成されたということができる(８)｡
なお, ここで, 基準第18号及び他の会計基準において, 有形固定資産の取得原価に含ま
れるのは, 資産除去債務の負債計上額である点を確認しておきたい｡
４. 資産負債両建処理の問題点
従来, 有形固定資産の取得に係る支出 (有形固定資産を使用するまでに要した支出) は
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 ただし, わが国の資産除去債務は, 法的義務及びそれに準ずるものとしているが, 他の会計基準では法的義
務の中に推定的な債務が含まれると考えられ, その結果, 解釈によっては, 資産除去債務の範囲に差異が存
在する可能性があるといえる (大塚浩記 ｢我が国の資産除去債務会計の特徴｣ 『埼玉学園大学紀要 (経営学部
篇)』 第８号, 2008年, 106頁)｡
取得原価とされ, 耐用年数にわたって費用配分し, 使用から廃棄までに係る支出 (修繕な
どに要する支出) は, 資本的支出については取得原価に加算するが, それ以外は支出時に
費用処理されるか引当金処理が行われ, 最終的な除去に係る支出は, 一部の企業において
引当金処理が行われる場合を除いて, 支出時に費用処理されてきた｡ そして, 基準第18号
の検討にあたって, 基準第18号が採用した資産負債両建処理の他に, 将来の資産除去に対
する支出の処理に対して, 引当金処理があった｡ いずれの場合においても, 有形固定資産
の使用を開始した後の支出については, 資本的支出を除けば, 支出時に費用処理されるか,
引当金処理を通じて費用計上されることになる｡ 従って, 従来の考え方 (使用開始後の支









































この点について, 基準第18号によれば, ｢資産負債の両建て処理は, 有形固定資産の取
得等に付随して不可避的に生じる除去サービスの債務を負債として計上するとともに, 対
応する除去費用をその取得原価に含めることで, 当該有形固定資産への投資について回収












繕は対象とはならない｡｣ (第24項) と明示している｡ それについて, 基準第18号では,
｢修繕引当金は, 収益との対応を図るために当期の負担に属する金額を計上するための貸
方項目であり, 債務でない引当金と整理されている場合が多いこと｣ (第25項) と指摘し
ている(10)｡
確かに, 修繕のための支出は, 多くの場合, 不可避的であるということができないかも
しれないが, 資産除去債務と同様に, 有形固定資産を使用するために不可避的な維持のた
めの支出がある｡ この典型的な例といえるのが, 道路運送車両法に基づく継続検査(11), 船
舶安全法における定期検査(12), 航空法における定期検査(13)などである｡ このように, 法律
などによって義務付けられている整備や点検などに係る支出も, 資産除去に係る支出と同
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 黒川行治稿 ｢資産除去債務を巡る会計上の論点｣ 『企業会計』 第61巻第10号, 2009年10月, 28頁｡
 ただし, 資産負債除去債務について債務性を強調しているのであるから, 債務性のある引当金との比較が必
要であるという指摘もある (佐藤信彦 ｢資産除去債務の会計を巡る諸問題｣ 『企業会計』 第59巻第９号, 2007
年９月, 30頁)｡
 道路運送車両法第58条において, 有効な自動車検査証の交付を受けた車両以外は運行をできないことになっ
ており, 自動車検査証の有効期間満了後も車両を使用するためには, 継続検査を行い, 同法第３章 (第40条
から第46条) に規定される安全基準に適合することが必要となっている (同法第61条, 第62条)｡ そのために
要する費用が, いわゆる, 車検代である｡
 船舶安全法では, 船舶の所有者は, 船体や機関などについて, ５年ないし６年の間に定期検査をし, また,
定期検査の間に簡易な中間検査をすること (省令によって免除されることがある) が義務付けられている
(第５条, 第10条)｡
 航空法では, 有効な耐空証明がなければ航空 (第11条) することができないことになっており, その有効期
間は１年とされている (第14条)｡ ただし, 航空運送事業者においては, 整備体制や品質確保等の要件を満た
















ている (使用済自動車の再資源化等に関する法律, 第73条)｡ 実際に当該自動車が廃車に
なった際には, 資金管理法人を通じて関係業者にリサイクルのための支出がされることに
なっている｡ 従って, 車両の除去のための支出が, 取得時に支払われることになり, この















になるが, 本来の費用配分という視点からいうと, やはり, 問題があると考えられる｡ か




車両運搬具 2,010,000 現金 2,010,000








『この場合, 解体, 撤去, 処分等のために費用を要するときには, これを売却価格また
は利用価格から控除した額をもって, 残存価額とする』 と｡




には 『配分』 という概念は成り立たない｡ もちろん実際取得原価から控除さるべき残存価
額は, 予見による以外にはこれを決定し得べくもないのではあるが, しかし, そこにあら
かじめ要配分額として算出される要減価償却総額は, 依然として, 過去の実際支出額であ
るという事実には変化がない｡ 故に, 要減価償却総額は, あくまで, 過去の実際支出原価
に基き, その配分という根本的考え方に立つものであればこそ, そこに配分概念が成立し
ているのである｡
ところが, 残存価額の決定に, 固定資産の 『改訂・撤去などの費用をそこから控除する』
という上記意見書の見解のうちには, 実質的には, 将来において予期せられる解体・撤去












ものであって, 強調する自己の立場に明らかに矛盾している｡ もちろん, 残存価額から控
除すべき解体・撤去費は, これを予定残存価額の限度内に止めるべきものであるという考
え方も可能であろう｡ しかしながら, そこでは, 未だ本質的な問題は少しも解決されてい
ない｡ すなわち, その方式では, 減価償却総額が取得原価の範囲内に止まるという結果に















とはいえ, 最後に指摘しているように, このような考えに立つのであれば, 資産除去に
係る支出のみが取得原価に含められ, 有形固定資産を維持するための支出が取得原価に含
められないとするならば, 整合性に欠けるといえるのではないか｡ また, この基準が資産
除去債務を計上する (負債を計上する) ということから設定されたため, 資産除去に係る
支出が除去よりも前の時点で支払われてしまっているような場合については明示していな










なお, ｢論点整理｣ では, 資産除去債務の会計処理について, 資産負債両建処理の他に,
引当金処理について扱われていたが, 負債計上額の開示が十分でないということが示され
ていた｡ 資産除去債務に対して, 資産負債両建処理は取得原価に含め配分処理を通じて費
用計上するが, 引当金処理は段階的に費用計上を行う｡ どのような場合に, 配分処理を適
用し, あるいは, 引当金処理を適用することが合理的であるかについては, 今後の検討課
題としたい｡
参考文献
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本稿を通じて, 基準第18号の設定に際して, 取得原価とは何か, また, 減価償却とは何
かと検討が不十分であるために, 上記のように, 取得原価に含められることになる有形固
定資産に係る出の取扱いに整合性が欠けているという指摘がなされるのではないだろうか｡
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